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経経済済ののププリリズズムムココララムム NNoo３３８８ 

女女性性のの就就業業ととＧＧＤＤＰＰとと  

労労働働生生産産性性のの関関係係  

（労働生産性との関係） 

さらに、図表１と図表２から、代表的な経済指標である労働生産性との関係につい

ても考えることとしたい。本コラムでは、労働生産性を労働者１人当たりのＧＤＰの

意味で捉えることとするが、そうした場合、労働生産性が上昇すれば、少ない労働投 

本コラムは、女性の就業、ＧＤＰ、労働生産性の関係について、厳密な分析ではな

いが少々考えてみようというものである。拙稿「女性の働き方に関する一考察」（参議

院企画調整室『経済のプリズム』第223号１頁）では、我が国の長期的な趨勢として、

共働き世帯数や女性の就業者数が増加傾向にあることを示した。 

我が国のＧＤＰについて見ると、1990年代以降の名目値はデフレ等の影響により増

加しているとは言いがたいが、実質値は、1990年代以降では増加率が小さくなってい

るものの若干の増加傾向と見ることができ、長期的な趨勢としても増加傾向と言って

よいと思われる。そうであれば、前述の三者のうち、まず、女性の就業とＧＤＰ実質

値については、統計的に相関関係が認められると言えそうである。 

（ＧＤＰとの関係） 

そこで、次頁の図表１と図表２は、女性の就業とＧＤＰの関係についてグラフとし

て示したものである。図表１は、共働き世帯数と実質ＧＤＰ、図表２は、女性就業者

数（拙稿「女性の働き方に関する一考察」に合わせ、65歳以上を除く）と名目ＧＤＰ

の、ともに1980年以降の推移である。これらの図表を見ると、図表１、図表２ともに、

図表上に描かれた２本の折れ線は、ほぼ並行して推移していることが分かる。つまり、

共働き世帯数が増加すれば実質ＧＤＰが増加し、また、名目ＧＤＰについても、前述

の予想とは少々異なり、女性就業者数の増加又は減少に連動するように、増加又は減

少しているという結果となっている。 

しかし、こうした関係は、実のところ、当然のことと考えることもできる。つまり、

ＧＤＰとは付加価値の合計であり、これを生産側から見ると、「Ｙ = ＡＫαＬ１－α」と

いう計算式で表すことができる（ＹはＧＤＰ、Ｋは資本投入量、Ｌは労働投入量であ

る（なお、Ａは技術水準等を表す係数））。したがって、非常に大まかに言えば、現在

までのところは、就業している女性が増加することによって労働投入量（Ｌ）が増加

し、こうした労働投入量の増加がＧＤＰ（Ｙ）を増加させる方向に働いていたと考え

ることができる。 
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入量でもＧＤＰを大きく増加させることができ、その反対に労働生産性が低下すれば、

労働投入量を大きくしてもＧＤＰはさほど大きく増加しないこととなる。それを念頭

に置きながら図表１、図表２を見ると、特に最近の10年程度（2010年代以降）は、共

働き世帯数や女性就業者数が見た目にも比較的大きく増加しているのと比べると、Ｇ

ＤＰの伸びはさほど大きいと言えないことが分かる。つまり、最近は、女性の就業者

が増加するなどの一方で、我が国の労働生産性は（男性も含めた全体で見ると）さほ

ど上昇していない、あるいは低迷しているとも言えるのではなかろうか。 

 

（マクロ経済と女性活躍推進） 

こうした女性の就業、ＧＤＰ、労働生産性の関係については、女性の働き方からも

更に説明を加えることができる。本コラムでは労働生産性を（単位時間当たりではな

く）労働者１人当たりのＧＤＰとして捉えたが、その場合、女性では短時間勤務のパ

ートやアルバイト等として働く人が多いため、論理的には、就業者数が増加しても（単

位時間当たりではなく）１人当たりで見た労働生産性は上昇しにくく、そのためＧＤ

Ｐも増加しにくくなると考えることになろう。１つの見方・考え方としては、今後と

も女性活躍の取組を推進することで、職業生活において能力を発揮し、キャリアアッ

プを目指す女性が増えていくとすれば、このことは、マクロ経済的な側面では、労働

生産性の上昇やＧＤＰの増加につながるということも言えよう。 
 

（調査情報担当室 前田泰伸 内線75044） 

図表１ 共働き世帯数と実質ＧＤＰ 
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図表２ 女性就業者数と名目ＧＤＰ 

（注）1.図表１、図表２とも、ＧＤＰは支出側系列である。 
   2.図表１の共働き世帯数については、原資料は、総務省「労働力調査特別調査」（2001年以前）及び「労働力調査（詳

細集計）」（2002年以降）である。 
   3.図表１の「共働き世帯」とは、夫婦ともに非農林業雇用者の世帯である。なお、2011年は岩手県、宮城県及び福

島県を除く。 
   4.図表２の女性就業者数は、拙稿「女性の働き方に関する一考察」（参議院企画調整室『経済のプリズム』第223号

１頁）に合わせ、65歳以上を除く就業者としている。 
（出所）内閣府「国内総生産（ＧＤＰ統計）」、総務省「労働力調査（基本集計）」、労働政策研究・研修機構ＨＰ「早わか

り グラフでみる長期労働統計」（https://www.jil.go.jp/kokunai/statistics/timeseries/index.html）より作
成 
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